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地震ハザードマップ・参考資料
軽米町耐震改修促進計画

　軽米町耐震改修促進計画（以下「促進計画」という。）は、建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成7年10月27日法律123号、以下「法」という。）第5条第7項に基づき、町内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るために策定します。
　本促進計画の目標年次を平成27年度とし、計画期間を8年間（平成20年度から平成27年度）とします。
１　想定される地震の規模、想定される被害状況

（１）想定される地震の規模

地震調査研究推進本部地震調査委員会によると、次の「宮城県沖地震(1978年に宮城県沖で発生したマグニチュード(M)7.4の地震に代表される、陸寄りの海域を地震源域として繰り返し発生する大地震)」が発生する確率は、平成20年1月から10年以内では60％程度、30年以内では99％となっています。県南部を中心に、県内の広い地域において震度5弱から震度6弱の強い揺れが想定されています。

日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法第3条第1項の規定に基づき、本県においては、沿岸を中心として14市町村が、地震防災対策推進地域に指定されています。また、県がこれまで行った地震被害想定調査等によれば、活断層による内陸直下型地震や三陸北部の地震では、市町村全体において、震度5弱から震度6弱の強い揺れが想定されています。

（２）建物被害の想定

岩手県防災計画によれば、建物の全倒壊棟数は、最大で5,313棟（北上低地西縁断層群北部地震　マグニチュード7.4想定）と想定されています。

２　建築物の耐震化に係る目標
（１）建築物の耐震化の現状

町内の建築年代別住宅数は、平成１８年度末の調査によると表１－１のとおりです

建築基準法の耐震基準が昭和５６年６月１日に改正され、新耐震設計法が導入されたので、これ以降に建てられた建築物を「新基準建築物」、これ以前に建てられた建築物を「旧基準建築物」とします。

表１－１　建築年代別住宅数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：戸）

	
	全住戸数
	
	

	
	
	内木造住宅
	内非木造住宅

	旧基準建築物

　昭和55年以前
	２，２２１戸　　
	２，２０５戸　　
	１６戸　　

	
	５４．３８％
	
	

	新基準建築物

　昭和56年以降
	１，８６３戸　　
	１，８１９戸　　
	４４戸　　

	
	４５．６２％
	
	

	計
	４，０８４戸　　
	４，０２４戸　　
	６０戸　　

	
	
	９８．５３％
	１．４７％


　　　　　　※上記数値は、税資料により推計した数値です。(平成19年１月１日現在)
町内の主たる住居とする住宅の内、耐震化されているものは１，８６３戸(４５．６２％)です。

表１－２　軽米町の特定建築物の耐震化の現状　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：棟）

	　　　　　耐震化の現状

特定建築物の種類
	全棟数
	新基準

建築物
	旧基準
	耐震化されている建築物
	耐震

化率




	
	
	
	建築物


	耐震改修済み
	耐震性を満たす
	
	

	
	A=B+C
	B
	C
	D
	E
	F=B+D+E
	G=F/A

	1号
	防災上重要な建築物（病院・学校など）
	１２
	３
	９
	３
	
	６
	５０％

	
	不特定多数のものが利用する建築物(集会所、ホテルなど)
	０
	
	
	
	
	
	％

	
	特定多数のものが利用する建築物（賃貸住宅、事務所、工場など）
	１
	
	１
	
	
	
	０％

	
	小計
	１３
	３
	１０
	３
	
	６
	４６％

	2号
	危険物の貯蔵又は処理場の用途に供する建築物
	０
	
	
	
	
	
	－

	3号
	地震によって倒壊した場合において道路の通行を妨げ、多数の者の円滑な避難を困難とする建築物
	０
	
	
	
	
	
	－

	合計
	１３
	３
	１０
	３
	
	６
	４６％


※平成19年4月1日現在の軽米町内の特定建築物の現状　
１号特定建築物は、「新基準建築物」が３　　棟（２３％）「旧基準建築物」１０棟のうち、「耐震改修実施済みのもの」が３棟（３０％）、ですので、「耐震化されている建築物」は６棟となり、軽米町内の１号特定建築物総数４６％が耐震化されています。
２号特定建築物は無い。
３号特定建築物は無い。
(2)　建築物の耐震化の目標

平成７年に発生した兵庫県南部地震では、建築物の倒壊による「圧死」で多くの尊い命が犠牲となりました。また、平成１６年の新潟県中越地震や平成１９年の新潟県中越沖地震においても、多くの建築物に倒壊や損壊といった被害が発生しました。町民の安全、安心を確保し、地震被害者の軽減を図るために、建築物の耐震化は重要かつ緊急的な課題ですので、総合的な建築物の耐震化対策を、計画的、効果的に推進します。

○　住宅及び多数の者が利用する建築物

①　耐震化の現状（平成18年度）

住　　宅・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・総数約４，０８４戸のうち約１，８６３戸（約４６％）が耐震性有りと推計されています。

多数の者が利用する建築物・・・・・・・総数約１３棟のうち約６棟（約４６％）が耐震性有りと推計されています。

②　耐震化の目標（平成27年度）

住　　宅・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・耐震化率を80％とすることを目標とします。

多数の者が利用する建築物・・・・・・・耐震化率を90％とすることを目標とします。
③　耐震診断の目標

住　　宅 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・平成２３年度までに８０戸、平成２４年度から平成２７年度までにさらに１４０戸の耐震診断が実施され、旧耐震基準による木造住宅の約１０％にあたる２２０戸において耐震診断が実施される事を目標とします。

多数の者が利用する建築物・・・・・・旧耐震基準による建築物で耐震診断未実施のもののうち、建替えや用途廃止等が決定しているものを除き、平成２７年度までに耐震診断・耐震改修が行われることを目標とします。

県の耐震改修促進計画、国の基本方針を踏まえて、地震による被害を半減させるために、これまで行ってきた建築物の耐震化に関する取り組みを継続し、町内の建築物の耐震化率を８０％以上に近づくよう取り組みます。

また、耐震化の重要性・必要性についての普及啓発、耐震化を支援する施策をより一層推進することで、旧基準建築物の建替え・耐震改修の促進を図ります。

(3)　公共施設の耐震化の現状・目標

災害時には庁舎は災害対策本部、病院は医療救護活動の拠点、警察は応急活動拠点、学校は避難収容拠点として、多くの公共施設が被災後の応急対策活動の拠点として活用されます。公共施設の耐震化を進めることは、被災時の利用者の安全の確保、被災後の応急対策の活動拠点施設としての機能の確保ばかりでなく、防災拠点としての迅速な対応につながり大変重要ですので、建築物の倒壊危険度及び重要度を考慮した優先順位付けを行い、緊急度の高い施設から耐震化を進めます。

①　町有施設における耐震化
　ア　耐震化の現状

町有施設における特定建築物（以下「町有特定建築物」と表記）の耐震化の現状は、平成１８年度末の調査の結果、表２－１のとおりでした。

表２－１　町有特定建築物の耐震化の現状
	　　　　　耐震化の現状

特定建築物の種類
	全棟数
	新基準

建築物
	旧基準
	耐震化されている建築物
	耐震

化率



	
	
	
	建築物


	耐震改修済み
	耐震性を満たす
	
	

	
	A=B+C
	B
	C
	D
	E
	F=B+D+E
	G=F/A

	防災上重要な建築物（病院・学校など）
	１３
	３
	１０
	３
	
	６
	４６％


町有特定建築物は「新基準建築物」が３棟（２３％）、「旧基準建築物」１０棟のうち、「耐震改修実施済みのもの」が３棟（３０％）、「耐震化されている建築物」は６棟となり、軽米町有特定建築物総数の４６％が耐震化されています。
イ　耐震化状況等の公表

　　・町ＨＰ等で公表します。
ウ　平成27年度までの目標

　　・今後とも、防災上重要な建築物の維持保全に努めます。
(4)　地震時における緊急輸送道路の確保

災害時における多数の者の円滑な避難、救急消防活動、避難者へ緊急物資の輸送等を確保するため、県及び町の地域防災計画に位置づけられた緊急輸送道路や避難道路に加えて、沿道の建築物の耐震化を図ることが必要な道路に沿った建築物の耐震化に努めます。
３　建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策

(1)　耐震診断及び耐震改修に係る基本的な取組方針

建築物の耐震化を促進するためには、まず、建築物の所有者等が、地域防災対策を自らの問題、地域の問題として意識して取り組むことが不可欠である。町は、こうした所有者等の取り組みをできる限り支援する観点から、所有者等にとって耐震診断及び耐震改修を行いやすい環境の整備や負担軽減のための制度の構築など必要な施策を講じ、耐震改修の実施の阻害要因となっている課題を解決していくことを基本的な取組方針とします。
(2)　耐震診断及び耐震改修の促進を図るための支援策

町民に対し建築物の耐震診断及び耐震改修の必要性、重要性について普及啓発に積極的に取り組むとともに、耐震診断及び耐震改修等の補助制度と国の税制（耐震改修促進税制、住宅ローン減税）を活用しながら、建築物の耐震改修の促進を図ります。
表２－２　補助制度の概要

	区分
	【事業名】概要
	対象建築物

	耐震

診断
	木造住宅耐震診断士派遣事業
	昭和５６年５月以前

	耐震

改修
	木造住宅耐震改修工事助成事業
	昭和５６年５月以前耐震評点1.0未満を1.0以上に


 (3)安心して耐震改修を行うことができる環境の整備

　ア　専門技術者の紹介体制の整備

「木造住宅耐震補強助成事業」の円滑な執行が図れるよう、建築関係団体が開催した講習会を受講し、安心して補強工事の相談ができる良心的な補強設計・工事を行うことを誓約した、県内の建築士、大工、工務店に勤務している者を県の名簿へ登録し、町及び県の窓口にその名簿を町民の閲覧に供します。
　イ　建築物の耐震診断及び耐震改修の啓発

建築物防災週間等の各種行事やイベントの機会をとらえ、建築物の耐震診断及び耐震改修の必要性について普及啓発を行います。
(4)地震時の総合的な安全対策

　ア　建築物以外の事前の対策

平成17年8月16日の宮城県沖地震の被害状況から、ブロック塀の安全対策、窓ガラスの飛散対策、大規模空間を持つ建築物の天井の落下防止対策の必要性が改めて指摘されている。このため、町では県と連携し被害の発生するおそれのある建築物を把握するとともに、建物所有者等に必要な対策を講じるよう指導しており、今後も、引き続き、指導します。
　イ　地震発生時の対応

地震により建築物及び宅地等が被害を受け、被災建築物等の応急危険度判定が必要な場合は、町は判定実施本部等を設置し、全国に対し不足する応急危険度判定士の派遣要請や判定士の受け入れ等必要な措置を講じます。
(5)　優先的に着手すべき建築物等の設定

優先的に耐震化に着手すべき建築物は、緊急輸送道路沿いの建築物、地震が発生した場合において災害応急対策の拠点となる庁舎、公民館、消防分署、病院、避難所となる小学校及び体育館等その他防災時に特に重要な特定建築物、及び平成7年1月の阪神淡路大震災で被害が集中した昭和56年5月以前に建設された在来軸組み工法の木造住宅とします。
町有建築物については、軽米町防災計画に定める防災拠点、避難所等を重要度、建設年度等の諸条件を勘案して耐震化に努めます。
(6)　「岩手県耐震改修促進協議会」への参加

　県、市町村、建築関係団体等の関係者で構成する協議会に参加し、耐震診断、耐震改修の普及・啓発に係る協力、情報交換等を行い、計画の円滑な実施を図ります。
　　＜岩手県耐震改修促進協議会＞

　　　○　協議会の構成

　　　　・県　　　　　　　　　　　　　　　　　　・市町村

　　　　・財団法人岩手県建築住宅センター　　　　・独立行政法人住宅金融支援機構

　　　　・建築、不動産関係団体等

　　　○　活動内容

　　　　・住民や建築物所有者に対する普及啓発

　　　　・耐震診断、耐震改修に関する技術力向上・技術者の育成

　　　　・住民に対する耐震診断の動機付けの取組み

　　　　・耐震診断、耐震改修に関する相談対応

４　建築物の地震に対する完全性の向上に関する啓発及び知識の普及

　(1)　ハザードマップの作成・公表

　町では、地震ハザードマップを作成し町民に公表・周知します。
　（2）相談体制の整備・情報の充実

町では、地域整備課を相談窓口として専門家診断の申込みや各種補助事業の申請のほか、町民から建築相談に応じている。なお、技術的な相談は県、契約や金銭上のトラブルについての相談は県民生活センターと連携をとって対応します。
　（3）パンフレットの作成とその活用

耐震診断・改修の啓発のチラシのほか、住宅の所有者が自ら診断することにより耐震に関する意識の向上・耐震知識の習得ができるようなリーフレット「誰でもできるわが家の耐震診断」等、木造住宅耐震診断を説明した各種のチラシ等を配布し、これらを活用し町民に耐震診断・改修の重要性を説明します。
　（4）消防団、町内会等との連携

地震防災対策の基本は、「自らの命は自ら守る」「自らの地域はみんなで守る」であり、地域が連携して地震対策を講じることが重要である。町には27の消防団があり、町と連携した活動を今後も継続的に行います。
５　その他耐震診断及び耐震改修の促進に関し必要な事項

(1)耐震改修促進法・建築基準法等による指導等への協力

　　耐震改修促進法・建築基準法等の基づき、県が指導等を行うべき対象の建築物があり、指導等に際し町へ要請がある場合はこれに協力する。

(2)その他

　促進計画、地震ハザードマップは、耐震化の促進状況や新たな施策の実施等にあわせて、適宜、見直しができるものとします。
